
 
 1. 継続事業の前提に関する注記

 2. 重要な会計方針
①有価証券の評価方法
　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法
　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格による時価法
②棚卸資産の評価方法
　・最終仕入原価法に基づく原価法
③固定資産の減価償却の方法
　・リース資産を除く減価償却資産・・・定額法
　・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
④引当金の計上基準
　・退職給付引当金
　　　基金制度の対象者にかかる掛金額は費用処理している。尚、旧共済会制度の適用対象者（一部）に
　　ついては、共済会からの退職金要支給額を退職給付引当金に計上していたが、今期に全て取り崩した。
　　以後、当引当金の計上をすることはない。
　・賞与引当金
　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り賞与引当金として計上する。ただ
　　し、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　・徴収不能引当金
　　　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計
　　上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
⑤消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
・京都府民間社会福祉施設職員共済会の実施する退職共済制度については、平成27年10月1日より基金へ移行した。

 5. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
①法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
②事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
③社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
④公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

公益事業は拠点が一つのため作成していない。
⑤収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では収益事業を実施していないため作成していない。
⑥各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　養護老人ホーム(社会福祉事業)
　　　「養護老人ホーム長生園」
　　　「長生園特定施設入居者生活介護」
　イ　介護保険施設(社会福祉事業)
　　　「本部」
　　　「特別養護老人ホーム長生園」
　　　「長生園老人短期入所事業」
　　　「デイサービスセンター長生園」
　　　「長生園第２デイサービスセンター」
　　　「グループホーム幸せの里」
　　　「ヘルパーステーション長生園」
　　　「長生園居宅介護支援事業所」
　ウ　軽費老人ホーム(社会福祉事業)
　　　「ケアハウス長生園」
　　　「あんしんサポートハウス光華苑」
　エ　診療所（公益事業）
　　　「長生園診療所」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

2,464,528,230

当期減少額は減価償却によるものである。

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,921,111,516
457,118,614

2,007,409,616
2,378,230,130

457,118,6140
56,553,640
56,553,640

0
142,851,740
142,851,740

(単位:円)

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
土地
建物

該当なし



 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当法人は借入に対して理事長の父　野中一二三より債務保証を受けている。
   　   なお保証料の支払は行っていない。

13. 重要な偶発債務
該当なし

 
14. 重要な後発事象

該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　ために必要な事項

該当なし

344,052,953
1,921,111,516
2,265,164,469

基本財産

その他の固定資産
 建物

 器具及び備品

土地（基本財産）
建物（基本財産）

合計

 構築物
 車輌運搬具

未収補助金
合計

 有形リース資産
33,584,486
71,728,902112,112,317

432,461,478

8,369,540
204,981,084

0
0

8,369,540
204,981,084

0 196,611,544

189,984,947
2,111,096,463

事業未収金
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
196,611,544

728,415,058
4,831,699,227

小計
合計

918,400,005
6,942,795,690

40,383,415

265,311,000

6,024,395,685 4,103,284,169

269,268,601
63,218,655

5,776,214

 建物

7,754,468

466,045,964

1,978,254
190,751,715 78,516,886
59,042,236 4,176,419

1,921,111,516

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位:円)

役員及びそ
の近親者

野中 一二三 - - 法人理事長の父 - - -

当法人の借
入に対する
被保証
（注１）

190,301,000 - -

期末残高

関係内容

役員の
兼務等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額 科目
議決権
の所有
割合

種類 法人等の名称 住所 資産総額
事業の内容
又は職業



 1. 重要な会計方針
①有価証券の評価方法
　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法
　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格による時価法
②棚卸資産の評価方法
　・最終仕入原価法に基づく原価法
③固定資産の減価償却の方法
　・リース資産を除く減価償却資産・・・定額法
　・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
④引当金の計上基準
　・退職給付引当金
　　　基金制度の対象者にかかる掛金額は費用処理している。
　・賞与引当金
　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り賞与引当金として計上する。ただ
　　し、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　・徴収不能引当金
　　　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計
　　上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
⑤消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
・京都府民間社会福祉施設職員共済会の実施する退職共済制度については、平成27年10月1日より基金へ移行
した。

 4. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
①養護老人ホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
②拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）
　「養護老人ホーム長生園」「長生園特定施設入居者生活介護」
③拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
　「養護老人ホーム長生園」「長生園特定施設入居者生活介護」

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円4,831,532

建物（基本財産）
合計

11,832,998
137,472,858
149,305,856

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額

土地（基本財産）

当期減少額は減価償却によるものである。

計算書類に対する注記（養護老人ホーム拠点区分用）

(単位:円)

15,080,648
137,472,858
152,553,506

当期末残高

合計

土地
建物

当期減少額
15,080,648

145,430,674
160,511,322

0
3,080,000
3,080,000

0
11,037,816
11,037,816



 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　ために必要な事項

該当なし

 器具及び備品 33,635,405 31,641,942 1,993,463

 構築物 8,178,316 8,178,315

事業未収金

小計 48,871,341 46,877,875 1,993,466
合計 617,571,671 478,105,347 139,466,324

1,027,789
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

1,027,7890

1

未収補助金
合計

0
1,027,789 0

0
1,027,789

0

 車輌運搬具 7,057,620 7,057,618 2

 建物 568,700,330 431,227,472 137,472,858
その他の固定資産

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産



 1. 重要な会計方針
①有価証券の評価方法
　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法
　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格による時価法
②棚卸資産の評価方法
　・最終仕入原価法に基づく原価法
③固定資産の減価償却の方法
　・リース資産を除く減価償却資産・・・定額法
　・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
④引当金の計上基準
　・退職給付引当金
　　　基金制度の対象者にかかる掛金額は費用処理している。尚、旧共済会制度の適用対象者（一部）に
　　ついては、共済会からの退職金要支給額を退職給付引当金に計上していたが、今期に全て取り崩した。
　　以後、当引当金の計上をすることはない。
　・賞与引当金
　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り賞与引当金として計上する。ただ
　　し、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　・徴収不能引当金
　　　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計
　　上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
⑤消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
・京都府民間社会福祉施設職員共済会の実施する退職共済制度については、平成27年10月1日より基金へ移行
した。

 4. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
①介護保険施設拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
②拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）
　「本部」「特別養護老人ホーム長生園」「長生園老人短期入所事業」「デイサービスセンター長生園」
　「長生園第２デイサービスセンター」「グループホーム幸せの里」「ヘルパーステーション長生園」
　「長生園居宅介護支援事業所」
③拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
　「本部」「特別養護老人ホーム長生園」「長生園老人短期入所事業」「デイサービスセンター長生園」
　「長生園第２デイサービスセンター」「グループホーム幸せの里」「ヘルパーステーション長生園」
　「長生園居宅介護支援事業所」

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

250,401,321
1,250,325,555
1,500,726,876

計算書類に対する注記（介護保険施設拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額
0

53,473,640
53,473,640

0
91,103,154
91,103,154

351,507,382
1,250,325,555
1,601,832,937

351,507,382
1,287,955,069
1,639,462,451

(単位:円)
当期減少額 当期末残高

当期減少額は減価償却によるものである。

119,954,364

土地（基本財産）
建物（基本財産）

合計



 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　ために必要な事項

該当なし

 有形リース資産

基本財産
 建物
その他の固定資産
 建物
 構築物

348,948,827
110,533,241

取得価額

53,786,245

2,767,273,905

49,609,830
320,972,463

68,843,482
4,176,415

1,250,325,555

 車輌運搬具
 器具及び備品

減価償却累計額

5,078,364
150,124,918

565,091,053
3,332,364,958

小計 174,062,708
1,424,388,263

当期末残高

4,017,599,460

6,917,048
218,968,400

合計
739,153,761

4,756,753,221

27,976,364
71,227,763

1,838,684

39,305,478

事業未収金
未収補助金

合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

1,170,000
191,559,133

0
0
0

190,389,133
1,170,000

191,559,133

190,389,133



 1. 重要な会計方針
①有価証券の評価方法
　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法
　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格による時価法
②棚卸資産の評価方法
　・最終仕入原価法に基づく原価法
③固定資産の減価償却の方法
　・リース資産を除く減価償却資産・・・定額法
　・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
④引当金の計上基準
　・退職給付引当金
　　　基金制度の対象者にかかる掛金額は費用処理している。
　・賞与引当金
　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り賞与引当金として計上する。ただ
　　し、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　・徴収不能引当金
　　　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計
　　上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
⑤消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
・京都府民間社会福祉施設職員共済会の実施する退職共済制度については、平成27年10月1日より基金へ移行
した。

 4. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
①軽費老人ホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
②拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）
　「ケアハウス長生園」「あんしんサポートハウス光華苑」
③拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
　「ケアハウス長生園」「あんしんサポートハウス光華苑」

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

当期減少額は減価償却によるものである。

土地（基本財産）
建物（基本財産）

合計

0
0
0 40,710,770657,886,623

建物
合計

76,594,202
533,313,101
609,907,303

140,525,104

574,023,871

計算書類に対する注記（軽費老人ホーム拠点区分用）

基本財産の種類
土地 0

40,710,770
83,862,752 83,862,752

533,313,101

(単位:円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

617,175,853



 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　ために必要な事項

該当なし

 建物 1,401,215,420

取得価額

 構築物 41,952,306 32,278,904 9,673,402

867,902,319

減価償却累計額

 車輌運搬具 2,374,790 2,374,788 2

 建物 837,420 697,850
その他の固定資産

当期末残高

533,313,101
基本財産

未収補助金

 器具及び備品
小計
合計

事業未収金 101,014
7,199,540

債権額

合計 7,300,554

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

7,300,554

0
0
0

101,014
7,199,540

59,879,363
105,043,879

1,506,259,299

59,403,586
94,755,128

139,570

962,657,447

475,777
10,288,751
543,601,852



 1. 重要な会計方針
①有価証券の評価方法
　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法
　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格による時価法
②棚卸資産の評価方法
　・最終仕入原価法に基づく原価法
③固定資産の減価償却の方法
　・リース資産を除く減価償却資産・・・定額法
　・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
④引当金の計上基準
　・退職給付引当金
　　　基金制度の対象者にかかる掛金額は費用処理している。
　・賞与引当金
　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り賞与引当金として計上する。ただ
　　し、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
　・徴収不能引当金
　　　金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を徴収不能引当金として計
　　上する。ただし、重要性が乏しいと認められる場合には、これを計上しないことができる。
⑤消費税等の会計処理
　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
該当なし

 4. 拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
①診療所拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
②拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）
　サービス区分が一つのため作成していない。
③拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
　サービス区分が一つのため作成していない。

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

6,667,834

6,667,832
2

6,667,834

0
0
0

0
0
0

6,667,832
2

2

21,691,002
58,571,475

当期末残高

計算書類に対する注記（診療所拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

(単位:円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額

取得価額 減価償却累計額

36,880,47336,880,475

合計

基本財産

当期減少額は減価償却によるものである。

当期末残高

1
3,138,882

3,640,022
3,640,024

501,139
25,331,024
62,211,499

小計
合計

169,578

 有形リース資産 1,579,076 1,077,937

169,579
23,582,369

 構築物
 器具及び備品 20,443,487

その他の固定資産
 建物

土地（基本財産） 5,224,432

合計 5,224,434
建物（基本財産） 2



 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　ために必要な事項

該当なし

合計

債権額
事業未収金 5,093,608

5,093,608

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
0
0

5,093,608
5,093,608


